
第７次土佐町振興計画進捗評価 指標及び取組施策一覧

目標値 単位 方針 現状値 直近実績 当初値 頻度 測定指標

100 % ↑ 年 自己の希望に沿った進路選択 嶺北高校魅力化事業

0 教科 ↑ 2 2 年 小中学校において、専科教員が配置されていない教科の数

75 % ↑ 62% 65 年 土佐町からの嶺北高校進学者 嶺北高校魅力化事業

60 人 ↑ 42 35 年 嶺北高校の１学年の生徒数 嶺北高校魅力化事業

15 回 ↑ 10 10 年 保・小・中・高の中で連携している取組の数 保・小・中・高連携

4 教科 ↑ 0 1 年
全国学力・学習状況調査（中3-3教科、小6-2教科）において、全国平均を上

回った教科の数
学力向上対策推進事業（校内研修、基礎基本の定着のためのドリル学習等）

100 人 → 63 77 随時 学校応援団活動人数 学校応援団推進本部による学校支援

4 回 ↑ 14 0 年 地域資源を活用した体験学習実施回数 ふるさと教育事業

80 ％ ↑ 95 45 年
教員のICT活用指導力の状況に関する調査において、「できる」と回答した教

員の割合
ＩＣT教育の充実（ＩＣT機器の整備、教員の指導力向上、児童生徒の情報活用能力の育成）

100 ％ ↑ 100 84 年 家庭にインターネットを活用して学習ができる環境がある児童生徒の割合

箇所 ↑ 0 0 年 設置箇所数 子どもたちのサードプレイスの設置

0 人 ↑ 1 2 年 不登校児童生徒等、教育を受けられない子どもの数 教育支援センター事業

0 人 → 0 0 年 待機児童数 みつば保育園

1 箇所 ↑ 0 0 年 病児・病後児保育の可能な施設の数 ファミリーサポートセンター等

1 箇所 → 1 1 年 要保護児童対策地域協議会設置数 児童虐待予防等に関する地域ネットワーク体制

5 部 → 5 5 年 土佐町中学校部活動数（運動部）

100 ％ ↑ 60 60 年 部活動における外部指導員等の割合 部活動における外部指導員の活用促進

6 部 ↑ 6 5 年 嶺北高校部活動数（運動部） 　

4 回 ↑ 4 2 年 地域資源を活かしたスポーツイベントの開催数 土佐町スポーツ振興事業

25 人 ↑ 27 19 月 カヌーアカデミー生人数 カヌーアカデミー（競技カヌー）推進

5 者 ↑ 1 1 月 スポーツツーリズム実施事業者数 競技カヌーのスポーツツーリズム推進及び合宿誘致

1,000 人 ↑ 1,262 678 月 アクティビティ利用者数 パドルスポーツ等を中心としたアウトドアスポーツ及びアクティビティによるツーリズムの推進

全国平均以上 ％ → 全国平均以上 年
全国体力・運動能力、運動習慣等調査 運動（体を動かす遊びを含む）やス

ポーツをすることが好き」肯定的回答
体力向上の推進（学校教育）

500 人 ↑ 0 0 月 健康づくりイベント及び運動教室の参加者数 カヌーテラスでの健康づくりイベント及び運動教室を通じた地域住民の利用促進

20,000 人 → 9,805 16,518 年 社会体育施設利用者数 総合型地域スポーツクラブを中心とした生涯スポーツの推進

750 人 ↑ 387 249 年 ハピネススポーツクラブ会員数 さめうらカヌーテラストレーニング施設活用促進

40 チーム → 29 44 年 参加チーム数 土佐町駅伝大会

1 回 → 1 0 年 自転車イベント回数 自転車を活用したまちづくり推進事業

回 ↑ 年 文化イベント等の開催回数

5 回 ↑ 22 3 年 芸術文化関係行事（展示・発表）の開催回数

1 部 → 1 1 年 土佐町中学校部活動数（文化部） 文化・芸能活動の推進（吉野川美術展、憩いのつどい等）

5,000 人 ↑ 7,836 2,529 年 文化施設利用者数 文化施設の充実と活用促進

10,000 人 ↑ 4,805 4,518 年 町立図書館利用者数 「読書のまちづくり」の推進

1,150 人 ↑ 686 393 月 町立図書館読書カード登録者数 町立図書館の充実と活用推進

100 % ↑ 69% 94 年 絵本の貸し出し数年間100冊以上の園児の割合 ブックスタート事業

3-2
2030年までに、「文化」（アート、図書、地域文化、etc）に親しむ人

が増えていくようにする。

3-3
2030年までに、「読書のまち」宣言に基づき、本に親しむ人が増えてい

くようにする。

3
文化、図書

館、アート

昔から続いてきた「文化」や「伝統」を

次の世代にも伝え、小さいからこそ、豊

かで多様な文化資本が存在するまちに。

そして、この町だからこその新しい

「アート」が生まれるまちに。

3-1

2030年までに、地域の伝統的な文化が存続するとともに、多様な「アー

ト」に触れることができる環境づくりが実現し、「アーティスト」が町

で育ち、暮らしていくことができるようにする。

土佐町教育振興基本計画（教育大綱）

2-2
2030年までに、地域の自然環境など、土佐町の地域特性に適したスポー

ツに取り組みやすい環境をつくる。

2-3
2030年までに、各世代でスポーツを通じた健康づくりの環境があり、そ

れらを通じ、成人以上の世代の健康を促進する。

2-4
2030年までに、地域総合型スポーツクラブなどを通じて、多世代で様々

な競技に触れることができるようにする。

2 スポーツ

ここだからこそできるスポーツ。難しく

なってきたスポーツ。どちらも大事。

多様な競技に触れることができる。

そしてそれが、健康や世代交流にもつな

がる。

2-1
2030年までに、人口が減っていく中でも、学校部活動や地域のスポーツ

クラブなどで、自分のやりたいスポーツに取り組めるようにする。

土佐町教育振興基本計画（教育大綱）

2030年までに、地域特性や自然環境等を活かした、土佐町ならでは、土

佐町だからできる教育が提供できるようにする。

1-3

2030年までに、社会及び自然環境の変動や、技術革新の進展等、世界が

直面する様々な変化の中でも活躍できる人財へと育てることができる教

育が提供できるようにする。

1-4
2030年までに、土佐町で暮らす全ての人が、新たな知識を習得したり今

ある知識を深めるため、生涯学び続けることができるようにする。

1-5
2030年までに、仕事との両立や親自身の学び、地域における支え合いな

ど、土佐町で安心して子育てをできるようにする。

SDGsゴール

1
教育・学び・

子育て

この町で「生きる力」を学び、激動する

世界に羽ばたいていく。

町で育つたくさんの子どもたちの笑顔

を、地域全体で支える。

1-1

2030年までに、保育・小学校・中学校・高等学校・高等専門教育等の各

世代において、本人の「ありたい姿」の実現に繋がる質の高い教育を受

けることができ、希望する進路を選択できるようにする。

土佐町教育振興基本計画（教育大綱）

土佐町子ども・子育て支援事業計画

1-2

カテゴリ
ゴール

（目標）

ターゲット

（具体的行動）

インディケーター（指標）
施策

関連計画

（データソース）
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目標値 単位 方針 現状値 直近実績 当初値 頻度 測定指標

SDGsゴールカテゴリ
ゴール

（目標）

ターゲット

（具体的行動）

インディケーター（指標）
施策

関連計画

（データソース）

34,601 a → 34575 34,000 年 協定面積 中山間地域等直接支払交付金

60 ha → 9.9 60 年 間伐面積 緊急間伐総合支援事業費補助金等

26 ha → 23.14 24 年 人工造林面積 森林資源再生支援事業費補助金

14 千t-CO2 ↓ 28 28 年 GHG（温室効果ガス）排出量

100 千t-CO2 → 100 100 年 CO2吸収量（カーボンオフセット）

↑ 年 吉野川河川水質

100 ％ ↑ 50% 0 年 水循環解析割合 土佐町水循環解析基礎調査

1 人 ↑ 1 3 年 新規就農者数 新規就農定着支援事業費補助金等

歳 ↓ 70 年 農業者平均年齢

4 戸 → 4 4 年 畜産農家数（肥育） 土佐あかうし子牛価格安定促進事業費補助金等

26 戸 → 22 26 年 畜産農家数（繁殖） 土佐あかうし受精卵移植推進補助金等

頭 → 45 39 年 戸あたり飼養頭数

1 人 ↑ 1 1 年 新規林業者数 自伐型林業研修業務委託料等

0 日 ↓ 年 林業無事故日数

歳 ↓ 65 年 林業者平均年齢

円 ↑ 年 農家所得

円 ↑ 年 林業者所得

21 人 → 13 21 年 営農継続者数 施設園芸品質向上対策支援事業費補助金

7 組織 → 5 7 年 集落営農組織数 集落営農組織経営支援事業費補助金

人 → 年 林業継続者数

0 日 ↓ 年 林業無事故日数

1 人 → 4 1 年 新規狩猟者数 狩猟免許取得補助金

8,560 1 ↓ 10,700 10700 年 被害面積 有害鳥獣被害防止対策檻購入事業補助金

34,601 a → 34,575 34,000 年 協定面積（再掲） 中山間地域等直接支払交付金

60 ha → 9.9 60 年 間伐面積（再掲） 緊急間伐総合支援事業費補助金等

26 ha → 23.14 24 年 人工造林面積（再掲） 森林資源再生支援事業費補助金

14 千t-CO2 ↓ 28 28 年 GHG（温室効果ガス）排出量（再掲）

100 千t-CO2 → 100 100 年 CO2吸収量（カーボンオフセット）（再掲）

↑ 年 吉野川河川水質（再掲）

100 ％ ↑ 100% 0 年 水循環解析割合（再掲） 土佐町水循環解析基礎調査

↑ 年 再生可能エネルギー施設導入数

↑ 年 エネルギー自給率

1 人 → 2 3 年 起業者数 しごと創生スタート事業（起業支援事業）

3 社 ↑ 2 0 年 起業数、新規事業数 地域経済循環創出事業

1 人 → 2 0 年 起業準備者数 チャレンジショップ事業

100 ％ ↑ 30 0 年 起業等への資金面の支援の仕組づくり 地域経済循環創出事業

3 件 → 5 1 年 商品開発・販路拡大件数 地域特産物地産外商推進対策事業（地域資源活用事業）

2 件 → 0 0 年 求人問合わせ件数 嶺北地域ふるさとテレワーク推進事業

3 事業者 → 1 0 年 商談会出店事業者 圏域事業者販売等支援事業

3 社 ↑ 2 0 年 起業数、新規事業数（再掲） 地域経済循環創出事業

100 ％ ↑ 100% 0 年 産業連関表の策定及び更新 産業連関表策定事業

5-2

2030年までに、新たな起業などにチャレンジしようとする人を支える仕

組みや支援の環境があり、町民がそうしたチャレンジを応援できる状態

にする。

5-3

2030年までに、町で働きたい若者の様々な希望やニーズに対応し、必要

な収入の確保はもちろん、やりがいや経験、仕事の面白さを感じられる

魅力的な雇用が増えるようにする。

5 仕事・産業

新しいチャレンジを町民全員で応援でき

るまち。

何かを始める時のハードルを乗り越えや

すくする仕組みをつくり、若い世代に

とって魅力的な働く場所と雇用をつくり

だす。

5-1
2030年までに、町内で新たな起業や新事業が継続的に生まれるようにす

る。

土佐町まち・ひと・しごと創生総合戦略

土佐町SDGs未来都市計画

4-6

2030年までに、町のカーボンニュートラルを実現するだけでなく、他地

域のカーボンオフセットにも寄与することを通じ、地球全体の脱炭素化

の実現や気候変動への対策に寄与できる状態とする。

4-7

2030年までに、水源のまちとして、持続可能な水源の保全及び涵養、河

川の水質及び水量の維持・増加を実現し、土佐町はもちろんのこと、下

流の流域自治体の暮らしの持続可能性にも寄与できる状態とする。

4-8
2030年までに、自然環境を活かした循環型かつ自立分散型のエネルギー

を活用する町とする。

土佐町将来ビジョン

水田フル活用ビジョン

人農地プラン

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する

計画

農業委員会活動計画

集落協定

指定棚田地域振興活動計画

土佐町森林整備計画

4-2

2030年までに、農業、畜産業、林業いずれにおいても、新たな担い手が

参入できる環境をつくり、生産者の平均年齢を持続可能な水準まで引き

下げる。

4-3

2030年までに、専業及び兼業や生産の方針等についてそれぞれの人が望

むかたちの農畜林業を選択した上で、個々の望む水準の収入が得られる

ようにする。

4-4
生産に係るコストの低減や、鳥獣被害への対策を通じ、生産者が生涯現

役で農畜林業を続けることができるようにする。

4-5
2030年までに、農畜林業が持つ多面的な機能を評価できる仕組みをつく

るとともに、それらの機能を十分に発揮できるようにする。

4
自然環境と農

畜林業

自然を大切に活かすことで、豊かな川や

山を育む。

自然を守るだけでなく、それを上手に活

用し、ひとりひとりが望む稼ぎを得られ

るような、新しいかたちの農畜林業をつ

くる。

4-1

2030年までに、農業、畜産業、林業について、生産者が生活していける

とともに、生態系の維持や気候変動への対応、土地と土壌の改善等を実

現し、持続可能な状態とする。
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目標値 単位 方針 現状値 直近実績 当初値 頻度 測定指標
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ゴール
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（データソース）

4 回 ↑ 14 0 年 地域資源を活用した体験学習実施回数 ふるさと教育事業（再掲）

20 事業者 → 19 20 年 体験型観光実施事業者数 体験型地域資源開発・活用事業

5 人 ↑ 7 3 年 地域の魅力を発信できるレジャーカヌーガイド人数 レジャーカヌーガイド育成事業

55 ％ ↑ 38.1 38.1 年 5年後の幸福度 町民幸福度調査

65 ％ ↑ 49.7 49.7 年 現在幸福度 町民幸福度調査

4 所 ↑ 4 2 年 集落活動センター設置数 小さな拠点づくり事業（集落活動センター推進事業）

10 件 → 17 10 年 実施事業数 がんばる地域応援事業

↓ 年 排出されるゴミや食品ロスの削減 マイバック、マイボトルの推進、廃棄食品の堆肥化（保育や学校の給食の残飯など）

語 ↑ 1 1 年 対応言語数（日本語を含む） 窓口業務の多言語での案内パンフレット（予定）

6 回 ↑ 5 5 年 地区長会開催数 地区長会制度見直し。地域との連携強化。

1 回 → 0 1 任期 町政懇談会 多様な世代が参加する懇談会開催。

4 所 ↑ 4 2 年 集落活動センター設置数（再掲） 小さな拠点づくり事業（集落活動センター推進事業）

回 ↑ 年 町民同士が触れ合う機会

回 ↑ 年 移住者等と地元住民の交流機会

回 ↑ 年 多世代の触れ合う機会

2 回 → 0 2 年 交流回数 四国の子ども交歓会

2 回 → 0 2 年 交流回数 都市との交流事業(十和田市・豊中市）

1,500 人 ↑ 1,486 866 年 来町者数 モニターツアー造成支援事業

3 回 ↑ 1 1 年 イベント開催回数 アウトドアアクティビティ推進事業

回 ↑ 4 3 年 地域外の教育・研究機関（大学等）との連携回数 地域外の教育・研究機関（大学等）との連携

1 基 ↑ 0 0 年 感染症対策看板設置数 インバウンド観光推進事業

回 ↑ 年 町民同士が触れ合う機会（再掲）

回 ↑ 0 年 移住者等と地元住民の交流機会（再掲）

回 ↑ 年 多世代の触れ合う機会（再掲）

2.25 億円 ↑ 0.02 0.003 年 企業版ふるさと納税寄付金額 企業版ふるさと納税

回 ↑ 4 3 年 地域外の教育・研究機関（大学等）との連携回数（再掲） 地域外の教育・研究機関（大学等）との連携

7-2
町民どうし、世代間や、移住者と地元住民など、様々な立場の人が交流

できる機会を増やす。

7-3
2030年までに、地域内だけでなく、地域外との様々な交流の機会できる

状態にする。

7-4
2030年までに、町内で暮らす様々な個人の立場や想いを、お互いに尊重

できるようにする。

7-5
2030年までに、今以上に、町の中で多様な人が暮らし続けていくことが

できる状態にする。

7 繋がり

交流や集いの機会を大事にしながら、ひ

とりひとりの立場も尊重することができ

る。様々な人が暮らしている町だからこ

そ、その多様性をまちづくりの力に。

7-1
2030年までに、町内の各地区や各世代など、様々な立場の多様な意見が

尊重され、それらの意見がまちづくりに反映されるようにする。

土佐町SDGs未来都市計画

土佐町まち・ひと・しごと創生総合戦略

土佐町幸福度調査アンケート

土佐町SDGs未来都市計画

6-2
2030年までに、誰ひとり取り残されることないかたちで地域の様々な活

動を応援できるようにする。

6-3
2030年までに、町で暮らす全ての人にとって、暮らしやすい、美しい町

にする。

6 愛（地域愛）

子供たちが心から「土佐町が好き」と言

える町。

世界に羽ばたいた子供たちが「帰ってき

たい」と思える町。

そのためには、大人たちが心から土佐町

を愛していること。

6-1

2030年までに、土佐町のことを好きになる・好きでいられる機会がある

状態とし、土佐町のことを心から好きである大人や子どもが増えるよう

にする。



第７次土佐町振興計画進捗評価 指標及び取組施策一覧

目標値 単位 方針 現状値 直近実績 当初値 頻度 測定指標

SDGsゴールカテゴリ
ゴール

（目標）

ターゲット

（具体的行動）

インディケーター（指標）
施策

関連計画

（データソース）

10 箇所 → 10 10 年 あったかふれあいセンター事業実施か所数 生活圏域（旧小学校区単位）での支えあい・交流活動・相談支援の拠点

1 箇所 → 1 1 年 地域包括支援センター設置数 高齢者の総合相談窓口

％ ↑ 年 バリアフリー化割合 公共施設（集会所等）のバリアフリー化

1 回 → 1 1 年 社協ネットワーク会議開催数 社会福祉協議会等との地域の見守り支援に関する情報共有の場

3 回 → 3 3 年 社協連携会議開催数 社会福祉協議会と行政における福祉施策全般に関する協議の場

1 回 ↑ 1 1 年 在宅医療介護連携（普及啓発） 講演会や研修の実施

1 箇所 → 1 1 年 障害児者の相談支援事業 障害児者の総合相談窓口（社協委託）

1 箇所 → 1 1 年 要保護児童対策地域協議会設置数（再掲） 児童虐待予防等に関する地域ネットワーク体制

1 回 → 1 1 年 社協ネットワーク会議開催数（再掲） 社会福祉協議会等との地域の見守り支援に関する情報共有の場

3 回 → 3 3 年 社協連携会議開催数（再掲） 社会福祉協議会と行政における福祉施策全般に関する協議の場

10 箇所 → 10 10 年 あったかふれあいセンター事業実施か所数（再掲） 生活圏域（旧小学校区単位）での支えあい・交流活動・相談支援の拠点

歳 ↑ 年 健康寿命

20 %以下 ↓ 28.8% 37.1 年 肥満者の割合を減らす 子どもの頃からの食育を強化

％ ↑ 年 新興感染症対策に対する組織体制づくり 予防接種の推進、手洗いやうがい等の推進

1 基 ↑ 0 0 年 感染症対策看板設置数 インバウンド観光推進事業

12 回 → 12 12 年 相談会開催回数 消費者行政推進事業

28 基 ↑ 31 0 年 街路灯修繕数 商店街等施設耐震対策推進事業

82.0 ％ ↑ 63.4% 58.0 年 国・県道改良率 国道及び県道改良事業

119 橋 ↑ 102 119 5年 橋梁点検実施数

20 橋 ↑ 0 3 年 橋梁維持補修実施数 橋梁点検及び橋梁維持補修事業

60 ％ ↑ 55% 55 年 道路整備状況満足度 町道改良事業

60 ％ ↑ 53% 53 年 道路維持管理満足度 道路維持修繕、重機借上げ料

100 ％ → 100% 100 年 公共交通普及地域率 嶺北観光自動車等への補助金事業。実証実験

30 棟以上 ↑ 24 65 年 耐震改修棟数（2021～2030年実施） 施策の定期的なPR。設計士と建築士の連携強化

100 ％ ↑ 100% 0 年 脆弱性調査実施率 国土強靭化地域計画

240 名 → 240 240 年 消防団員数（定数維持） 普及啓発活動を行う。

100 ％ ↑ 99% 99 年 自主防災組織設置率 自主防災組織の見直し。

100 ％ ↑ 15 年 自主防災組織の避難訓練実施率（年に1回実施） 地域と連携した自主防災組織の見直し

3,600 人 ↑ 3,500 3,724 年 土佐町現在人口推計（住民基本台帳人口） 住民課施策

40 人 → 51 63 年 移住者数 移住促進事業

人 ↑ 年 定住者数（移住者定着割合）

2.10 TFR ↑ 1.66 1.66 年 合計特殊出生率

18 → 18 18 年 年間出生数

円 ↓ 年 国保税額 インセンティブ事業

135 戸 → 193 193 年 町営住宅戸数 町営住宅整備（長寿命化）

年 子育て支援

戸 ↑ 年 居住可能な住宅戸数 住宅の建築および改修の促進（町営住宅に限らない）

10 戸 ↑ 15 6 年 空き家登録数（利用可能分） 空き家発掘事業

79 名以上 ↑ 77 75 年 土佐町役場職員数（会計年度任用職員除く） 退職者数に関係なく採用試験を毎年実施。

2 名以上 ↑ 3 1 年 土佐町役場障害者雇用人数（会計年度任用職員含む） 採用試験を毎年実施。労働環境整備。

8 %以内 7.4 7.5 年 実質公債費比率（健全化判断比率） 交付税措置率の高い起債借入を中心に行い、健全な財政運営を行う。

90 %以内 ↑ 79.4 89.9 年 経常的経費割合（毎年度連続して固定的に支出される経費（人件費、維持管理など））公共施設の見直し（公共施設等総合管理計画改訂等）

3 回 ↑ 1 2 年 職員向け研修の実施回数（総務課） 目標値設定なし

12 回 ↑ 6 0 年 職員向け研修の開催（企画推進課主催） 地域担当職員制度

% ↑ 10 0 年 土佐町議会議員女性比率

1 億円 → 3 1 年 ソーシャルボンド・グリーンボンド投資額 基金運用

10-2

2030年までに、これからの土佐町を支えていくために必要な役場職員人

材育成の仕組みを整備し、それを通じて地域に積極的に関わる職員が育

つようにする。

10-3
2030年までに、行政だけでなく、議会や関連機関についても、様々な世

代や属性で構成を実現し、持続可能な状態とする。

10
持続可能な行

財政

町民と役場が一体で協働する開かれたま

ちづくりを推進し、職員ひとりひとりが

地域に溶け込み、主体的に地域の課題解

決に取り組む職員を育てていく。

10-1
2030年までに、土佐町役場の職員数の確保や、健全な財政状況の確立を

通じ、持続可能な行政運営を実現する。

土佐町財政計画

土佐町まち・ひと・しごと創生総合戦略

土佐町人口ビジョン

9-2

2030年までに、合計特殊出生率が人口置換率を上回る状態とするととも

に、複数年継続して、2020年水準の出生数の維持又は上回る状態とす

る。

9-3

2030年までに、住む場所や、働く場を増やすことを通じて、若い世代が

暮らすことができ、町外に暮らす出身者が帰ってくることができる状態

とする。

2030年までに、地域の消防団を現在程度の体制で維持していくととも

に、自主防災組織等の活動の活性化を通じて、地震や災害、火事等の有

事に対応できる状態とする。

9 人口減少
ひとが増えるまち。

若者が増え、子どもたちが増えるまち。

9-1
2030年までに、複数年継続して人口の社会増が社会減を上回る状態とす

る。

8-2

2030年までに、障害を持つ人や、町で暮らす上での課題を抱える人にと

対し、医療・介護・福祉など地域生活を支える仕組みや、そうした人の

自己実現を支える仕組みを整備する。

8-3

2030年までに、何歳になっても健康づくりや健康寿命の延伸に取り組む

ことができる機会を現在以上に増やすとともに、いつまでも健康で元気

に住み慣れた場所で、希望する暮らしを実現できるようにする。

8-4

2030年までに、新興感染症の流行の兆しなどを適切に捉え必要な対応を

判断できるようにするとともに、それらの感染拡大防止策に町民全体で

しっかりと取り組むことができるようにする。

8-5
2030年までに、犯罪や特殊詐欺などの被害に遭わないための対策を充実

させ、そうした被害リスクに強い状態とする。

8-6

8
安心安全な暮

らし

生涯を通じて、ひとりひとりが生きがい

を持ち、みんなで支え合いながら、安心

して暮らし続けることができるまち。

道路や上下水道、インターネットなど、

必要なインフラを維持し、災害にも強い

安全なまち。

8-1

2030年までに、年をとっても安心して住み慣れた町で暮らしていくこと

ができるよう、医療・介護・福祉など、地域生活を支える仕組みを、持

続可能なかたちで整備する。

土佐町地域防災計画

国土強靭化地域計画

循環型社会形成推進地域計画

上・下水道経営戦略

土佐町地域福祉計画

高齢者保健福祉計画

介護保険事業計画

障害福祉計画

障害児福祉計画

健康増進計画

食育推進計画

地域の移動手段の確保や、道路・橋梁の保守、上下水道の維持を通じた

水の供給、インターネットへのアクセスなど、町で暮らしていくために

必要なインフラを今後も現在と同様の水準で維持していく。

8-7
2030年までに、ハードの維持及び整備だけでなく、ソフトの仕組みづく

りを通じて、強靭（レジリエンス）な町を実現する。

8-8


